
製造業における外国人材受入れ支援事業
令和6年度概算要求額 3.3億円（2.7億円）

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

我が国製造業（素形材・産業機械・電気電子情報関連製
造業）における人手不足の状況を受け、令和元年4月より特
定技能外国人制度が開始された。本事業では、同制度を活
用する企業に対し、外国人材の円滑かつ健全な受入れや技
能水準の確保に係る支援等を実施し、制度運営を確立する
ことで、製造業の人手不足への対応及び生産性向上を目的と
する。

製造産業局総務課

経済産業政策局産業人材課

成果目標

令和元年から令和10年までの10年間の事業であり、

短期的には製造業分野での特定技能外国人材の受入れ可能
な事業所数と受験者数の引き上げを目指す。

中期的には製造業分野の受入れ見込数に見合った数の人材受
け入れを目指す。

最終的には製造業の人手不足数の削減を目指す。

事業概要

受入れの大半を占める中小企業・小規模事業者が本制度を
適切に活用できるよう、特定技能外国人の円滑な受入れ及
び外国人材の技能水準の確保に向けて取り組む。

具体的には、（１）受入れ企業や日本での就労を希望する
外国人材を対象とする制度周知のためのセミナーの開催や相
談窓口の運営、（２）製造業特定技能外国人材受入れ協
議・連絡会の運営、（３）製造分野特定技能評価試験の
問題の作成・翻訳、（４）海外・国内における製造分野特
定技能評価試験の実施、等を通じて、製造業の人手不足へ
の対応及び生産性の向上を図る。

民間企業等国
委託

技能評価試験の模様（フィリピン）受入れ企業向けセミナーの模様
＊令和元年度の対面開催時
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